
　

第25期定時株主総会招集ご通知に関しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　

　
　

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（自 2017年９月１日 至 2018年８月31日）

　
　

株式会社三栄建築設計

　

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令およ

び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（アドレスhttps://san-a.com/）に掲載することにより

株主のみなさまに提供しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等は以下のとおりであります。

(1) 連結の範囲に関する事項

　① 連結子会社の数 ５社

主要な連結子会社の名称 株式会社三建アーキテクト

　 シード平和株式会社

　 株式会社三栄リビングパートナー

　 メルディアホテルズ・マネジメント株式会社

　 Meldia Investment Realty of America, Inc.
　
（注）１．株式会社三建アーキテクトは、2018年９月１日付で、株式会社ＭＡＩに商号変更しておりま

す。

２．株式会社三栄リビングパートナーは、2018年10月1日付で、株式会社メルディアリアルティ

に商号変更しております。

３．2018年７月２日に設立したメルディアホテルズ・マネジメント株式会社を、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。

　② 主要な非連結子会社の名称等

（主要な非連結子会社の名称）

株式会社三栄クラフター

アンズ・デザイン・ワークス株式会社

株式会社プロスエーレ

サン住宅品質検査株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。
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　(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用していない主要な非連結子会社及び主要な関連会社の名称等

　 （主要な非連結子会社の名称）

株式会社三栄クラフター

アンズ・デザイン・ワークス株式会社

株式会社プロスエーレ

サン住宅品質検査株式会社

　 （主要な関連会社の名称）

株式会社メルディアＲＩＺＡＰ湘南スポーツパートナーズ

株式会社プロスエーレワン

　 （持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。
　
　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社三建アーキテクト、株式会社三栄リビングパートナー及びMeldia Investment Realty

of America, Inc．の決算日は、連結決算日と一致しております。

シード平和株式会社、メルディアホテルズ・マネジメント株式会社の決算日は６月30日でありま

す。連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。
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　(4) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (a) 有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

　時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

　 (b) たな卸資産

　 販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

　 (c) デリバティブ取引により生じる正味の債権(及び債務)の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

　 ② 固定資産の減価償却の方法

　 (a) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物〈建物附属設備を除く〉及び2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備、並びに構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物 ４年～47年

　 (b) 無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

　 (c) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　 ③ 引当金の計上基準

(a) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(b) 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき額を計上しております。

　

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法

　 (a) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、主として給付算定式基準によっております。

(b) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(c) 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ⑤ 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(a) 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短

期のものを除く）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(b) その他の工事

工事完成基準
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　 ⑥ ヘッジ会計の方法

　 (a) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている通貨オ

プションについては、振当処理によっております。

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び予定取引

(c) ヘッジ方針 事業活動及び財務活動に伴う為替変動によるリスクを低減させ

ることを目的としております。

(d) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対

象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎として有効性を判定しております。ただし、

ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重

要な条件が同一である場合には、有効性が100％であることが

明らかであるため、有効性の判定は省略しております。

　 ⑦ のれんの償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却しております。

　 ⑧ その他連結計算書類作成のための基本となる事項

(a) 外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。

(b) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税は、固

定資産に係るものは「長期前払費用」に計上し、５年間で均等

償却を行っており、当連結会計年度の費用に係るものは「販売

費及び一般管理費」で処理しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 3,251,490千円

販売用不動産 21,864,614千円

仕掛販売用不動産 19,155,913千円

建物 3,363,712千円

土地 2,349,394千円

　計 49,985,125千円

　上記のほか、連結消去されている連結子会社株式305,509千円を担保に供しております。

　なお、上記に係る債務は、短期借入金17,276,728千円、１年内返済予定の長期借入金1,976,681

千円、１年間償還予定の社債139,000千円、長期借入金23,791,126千円、社債903,500千円及び手形

割引高564,408千円であります。
　
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,199,253千円

　
　(3) 保証債務

　 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　

（金融機関からの借入金）

株式会社アーキスト 53,000千円

　

(4) 受取手形割引高 564,408千円

（追加情報）

　「有形固定資産及び無形固定資産から販売用不動産への振替」

　保有目的変更により、有形固定資産及び無形固定資産のうち3,204,005千円を、販売用不動産に振

替いたしました。

「販売用不動産から有形固定資産への振替」

　保有目的変更により、販売用不動産のうち742,874千円を、事業用資産及び賃貸等不動産として使

用される有形固定資産に振替いたしました。

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 21,217,600株 ―株 ―株 21,217,600株
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　(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

2017年11月28日開催の第24期定時株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 933,552千円

・１株当たり配当額 44.0円

・基準日 2017年８月31日

・効力発生日 2017年11月29日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2018年11月29日開催の第25期定時株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 1,018,419千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 48.00円

・基準日 2018年８月31日

・効力発生日 2018年11月30日
　

　(3) 新株予約権等に関する事項事項

区分
新株予約権

の内訳

目的とな

る株式の

種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会

計年度末

残高

（千円）

当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

当社

2022年満期

ユーロ円建

転換社債型

新株予約権

付社債

普通株式 ― 3,333,333 ― 3,333,333 （注１）

合計 ― 3,333,333 ― 3,333,333 ―

（注）１．転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。

２．新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合にお

ける株式数を記載しております。
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、不動産販売事業用土地仕入及び賃貸収入事業用土地建物購入に必要な資金を銀

行借入及び社債発行により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用

し、また運転資金を銀行借入及び社債発行により調達しております。

　将来の金利変動リスクを回避するためデリバティブ取引を借入金残高の範囲内で行っており、投

機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんどが３

ヶ月以内に回収期日が到来するものであります。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、投資事業組合への出資及び余資運用を

目的とした債券であり、信用リスクや市場価格の変動リスク、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内に支払期日が到来するもので

あります。

　借入金及び社債は、主に事業用土地仕入に必要な資金調達であります。変動金利の借入金及び社

債は、金利の変動リスクに晒されております。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達を目的としたもので

あります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(a) 信用リスク（取引先等の契約不履行等に係るリスク）の管理

　 当社グループは、販売管理規程に従い、営業債権について、各担当部署が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、月２回の管理職

会議において報告を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の金融機関であるため、相

手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(b) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　 当社グループは、借入金及び社債に係る金利変動について、月次単位で管理資料の作成を行

い、急激な金利変動がないか管理を行うことにより金利変動リスクを管理しております。

　 投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況、投資事業組合

の財産の状況等を把握し、財政状態等に変化がないか確認を行い、市況や取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　 デリバティブ取引の執行・管理について、デリバティブ取引細則に従い、財務課が決裁者の承

認を得て行っております。

(c) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　 資金調達に係る流動性リスクについて、担当部署が適時資金計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2018年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 27,397,155千円 27,397,155千円 ―千円

(2）受取手形及び売掛金 2,851,128千円 2,851,128千円 ―千円

(3）投資有価証券(*1) 235,859千円 235,859千円 ―千円

資産計 30,484,143千円 30,484,143千円 ―千円

(1) 支払手形及び買掛金 7,873,267千円 7,873,267千円 ―千円

(2）短期借入金 20,396,778千円 20,396,778千円 ―千円

(3）未払法人税等 1,871,389千円 1,871,389千円 ―千円

(4）社債(*2) 2,166,500千円 2,167,252千円 752千円

(5) 長期借入金(*3) 28,447,937千円 28,452,825千円 4,887千円

(6) リース債務(*4) 141,034千円 154,756千円 13,722千円

負債計(*5) 60,896,907千円 60,916,270千円 19,362千円

デリバティブ取引(*6) △7,408千円 △7,408千円 ―千円

(*1)非上場株式等（連結貸借対照表計上額3,553,036千円）については、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

また、投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額70,841千円）については、組合財産が非上場

株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されていることから、時価

開示の対象としておりません。

　 (*2)１年内償還予定の社債を含んでおります。

　 (*3)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　 (*4)１年内返済予定のリース債務を含んでおります。

(*5)転換社債型新株予約権付社債（連結貸借対照表計上額10,000,000千円）については、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

(*6)デリバティブ取引によって生じる正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、△で表示しております。
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　（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、投資有価証券はその他有

価証券としております。

　 負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4)社債、(5)長期借入金

　社債及び長期借入金の時価については、以下の方法により算定しております。

　変動金利による社債及び長期借入金については、変動金利が短期で市場金利を反映するととも

に、当社グループの信用リスクに影響を及ぼす事象が発生していないため、時価は帳簿価額と近似

していると考え、当該帳簿価額によっております。

　固定金利による社債及び借入金については、元利金の合計額を当該社債及び長期借入金の残存期

間と信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　なお、１年内償還予定の社債及び１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(6)リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。
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５．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び連結子会社は、東京都内のほか全国主要都市において、事業用物件及び居住用物件を所有

しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末残高

5,483,941千円 905,295千円 6,389,237千円 7,218,867千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

　 ２．主な変動

事業用及び居住用物件の取得による増加 3,435,261千円

販売用不動産からの振替による増加 691,258千円

減価償却費 344,205千円

販売用不動産への振替 2,863,495千円

　 ３．時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額及び社外の不動産鑑定業者

による鑑定評価に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）

であります。

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,740円36銭

(2) １株当たり当期純利益 244円24銭
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７．重要な後発事象に関する注記

　 （融資契約締結）

　当社は、2018年９月28日付で、取引銀行７行と総額130億円の融資契約（シンジケーション方式

限度貸付）を締結いたしました。

１．融資契約締結の目的

　東京都新宿区西新宿三丁目に所在する土地建物について、取得資金の機動的かつ安定的な資金枠

の確保を目的としております。

　

２．融資契約の概要

契約総額 130億円

契約締結日 2018年９月28日

実行可能期間 2018年10月29日から2020年10月30日まで

借入期間 2040年10月31日

利率 基準金利＋スプレッド

アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行

ジョイント・アレンジャー 三井住友信託銀行株式会社

参加金融機関
株式会社りそな銀行、株式会社きらぼし銀行、株式会社商工

組合中央金庫、株式会社武蔵野銀行、株式会社京葉銀行

財務制限条項

①2018年８月期以降、各事業年度末日（単体及び連結）にお

いて、貸借対照表に記載される純資産の部の合計額を、

2017年８月期末日における純資産の部の金額の75％以上維

持すること。

②初回を2018年８月期及び2019年８月期の２期として、各事

業年度末日（単体及び連結）において、損益計算書に示さ

れる当期損益及び経常損益が２期連続して損失とならない

ようにすること。

③2018年８月期以降、各事業年度末日における連結貸借対照

表に記載される「現金及び預金」の額を、当該決算期の月

商の1.5ヶ月分以上を維持すること。

④2018年８月期以降、各事業年度末日における戸建在庫回転

期間が12ヶ月を超過しないこと。

　戸建在庫回転期間＝戸建販売用不動産÷（戸建事業売上高

÷経過月数）
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

　 ② たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

③ デリバティブ取引により生じる正味の債権(及び債務)の評価基準及び評価方法

　 時価法によっております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物〈建物附属設備を除く〉及び2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備、並びに構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ４年～47年

　 ② 無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。
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　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(a) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期のも

のを除く）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(b) その他の工事

工事完成基準
　

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年11月08日 13時03分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



　(5) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている通貨オプ

ションについては、振当処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び予定取引

③ ヘッジ方針 事業活動及び財務活動に伴う為替変動によるリスクを低減させ

ることを目的としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対

象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎として有効性を判定しております。ただし、

ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重

要な条件が同一である場合には、有効性が100％であることが

明らかであるため、有効性の判定は省略しております。
　
　(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税は、固

定資産に係るものは「長期前払費用」に計上し、５年間で均等

償却を行っており、当事業年度の費用に係るものは「販売費及

び一般管理費」で処理しております。

２．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 3,245,000千円

販売用不動産 20,283,840千円

仕掛販売用不動産 14,904,235千円

建物 3,363,712千円

土地 2,349,394千円

関係会社株式 305,509千円

　計 44,451,693千円

　上記に係る債務は、短期借入金14,903,003千円、１年内返済予定の長期借入金1,254,681千円、

１年内償還予定の社債99,000千円、長期借入金21,525,926千円及び社債103,500千円であります。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 994,109千円

　

　(3) 保証債務

　 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　

（金融機関からの借入金）

シード平和株式会社（連結子会社） 2,359,000千円

株式会社アーキスト 53,000千円

　

　(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 183,356千円

長期金銭債権 956,036千円

短期金銭債務 52,203千円

　
　(5) 取締役及び監査役に対する金銭債務

　 136,266千円

　
（追加情報）

　「有形固定資産及び無形固定資産から販売用不動産への振替」

　保有目的変更により、有形固定資産及び無形固定資産のうち2,518,891千円を、販売用不動産に振

替いたしました。

　
「販売用不動産から有形固定資産への振替」

　保有目的変更により、販売用不動産のうち51,614千円を、事業用資産及び賃貸等不動産として使用

される有形固定資産に振替いたしました。

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引（支出分） 423,526千円

営業取引以外の取引（収入分） 59,053千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 498株 23株 ―株 521株

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取り請求による自己株式の取得 23株
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５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

売掛金 110,232千円

貸倒引当金 3,523千円

減損損失 183,445千円

未払事業税 72,642千円

賞与引当金 95,017千円

退職給付引当金 105,283千円

未払役員退職慰労金 41,724千円

資産除去債務 72,941千円

未払不動産取得税 41,005千円

その他有価証券評価差額金 17,946千円

その他 19,115千円

　繰延税金資産合計 762,877千円

（繰延税金負債）

販売用不動産 △55,753千円

資産除去債務に対応する除去費用 △41,477千円

　繰延税金負債合計 △97,230千円

繰延税金資産の純額 665,646千円

　内訳

　流動資産－繰延税金資産 229,639千円

　固定資産－繰延税金資産 436,007千円

　(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 0.2％

税額控除 △2.2％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.6％
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６．関連当事者との取引に関する注記

　子会社

会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

シード平和株

式会社

所有

直接 59.83％

資金の援助

役員の兼任

債務保証

担保提供

債 務 保 証

(注１)

受取保証料

(注１)

2,359,000

4,706
未収収益 674

担 保 提 供

(注２)
0 ― ―

（注）１．債務保証については、金融機関からの借入金等に対して当社が債務保証を行っております。

なお、債務保証金額の取引金額は、期末借入金残高を記載しております。また、保証料の受

領は、市場利率を勘案し、交渉の上、決定しております。

２．シード平和株式会社の金融機関からの借入金に対して当社が所有する土地・建物の担保提供

を行っております。なお、担保提供料の支払は受けておりません。また、取引金額は当事業

年度末の債務残高であります。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,584円35銭

(2) １株当たり当期純利益 199円91銭
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８．重要な後発事象に関する注記

　 （融資契約締結）

　当社は、2018年９月28日付で、取引銀行７行と総額130億円の融資契約（シンジケーション方式

限度貸付）を締結いたしました。

１．融資契約締結の目的

　東京都新宿区西新宿三丁目に所在する土地建物について、取得資金の機動的かつ安定的な資金枠

の確保を目的としております。

　

２．融資契約の概要

契約総額 130億円

契約締結日 2018年９月28日

実行可能期間 2018年10月29日から2020年10月30日まで

借入期間 2040年10月31日

利率 基準金利＋スプレッド

アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行

ジョイント・アレンジャー 三井住友信託銀行株式会社

参加金融機関
株式会社りそな銀行、株式会社きらぼし銀行、株式会社商工

組合中央金庫、株式会社武蔵野銀行、株式会社京葉銀行

財務制限条項

①2018年８月期以降、各事業年度末日（単体及び連結）にお

いて、貸借対照表に記載される純資産の部の合計額を、

2017年８月期末日における純資産の部の金額の75％以上維

持すること。

②初回を2018年８月期及び2019年８月期の２期として、各事

業年度末日（単体及び連結）において、損益計算書に示さ

れる当期損益及び経常損益が２期連続して損失とならない

ようにすること。

③2018年８月期以降、各事業年度末日における連結貸借対照

表に記載される「現金及び預金」の額を、当該決算期の月

商の1.5ヶ月分以上を維持すること。

④2018年８月期以降、各事業年度末日における戸建在庫回転

期間が12ヶ月を超過しないこと。

　戸建在庫回転期間＝戸建販売用不動産÷（戸建事業売上高

÷経過月数）
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